
事前分析

地域防災課
建設計画課

電話番号

施策分野における
これまでの

取り組みの概要

・災害対策本部体制の構築、防災資機材・備蓄食料の整備、防災資機材の維持管理、町民
の防災対策推進、自主防災組織の育成、富士山南東消防組合への支援、消防団の育成、ブ
ロック塀等耐震改修促進事業の実施、昭和56年５月31日以前に建築された住宅に対する
わが家の専門家診断事業・既存建築物耐震性向上事業・木造住宅耐震補強計画及び耐震補
強工事事業の実施している。
・情報伝達手段の強化を図るため、町広報紙や防災講話等を通じて町公式SNS等の登録を
推進するほか、引き続き防災ラジオの普及促進を図っている。

施策分野における
背景・環境

及び抱えている課題

・近年は全国的に、自然災害の発生件数が増加傾向にあり、その規模も大きくなってい
る。また、自然災害により、多くの死傷者が生じているが、その原因の一つに正確な情報
が伝わらなかったことによる逃げ遅れが上げられる。このため、緊急時に町民が確実に情
報を受け取ることができるよう情報伝達手段の強化が必要である。
・災害時に町民が身の安全を確保し適切な行動がとれるよう防災意識高揚等を図るほか、
継続して地域の防災対策強化に取り組む必要がある。
・住宅土地統計調査における耐震化率は、93.8％（県平均89.3％）であるが、耐震性の
ない建築物は地震発生時に倒壊の恐れがあることから、耐震化や除却の更なる推進が必要
である。
・資金面や後継者の不在等、耐震化に取組む建物所有者が減少傾向である。
・宅地開発の大規模盛土造成地について、災害の未然防止や安全性の確認が必要である。

・町民の防災意識高揚等を図るため、継続してハザードマップの周知や家具固定等の防災
対策推進に取り組む。
・町民に対し迅速かつ正確な情報提供が可能となるよう、自治会や防災関係機関と協力し
て新たな情報発信・受信手段の確保、強化に取り組む。
・未耐震木造住宅の除却等の推進を図る。県は令和７年度でTOUKAI-０事業を終えるこ
とから、未耐震住宅の所有者に対し、周知を行う。
・県が大規模盛土造成地として第1次スクリーニング調査を実施した区域について、第2次
スクリーニング計画を実施し安全性の確認を行う。

施策分野における
改革・改善内容

及び今後の見通し
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